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論文
規制緩和と経済理論(2)
一昨今の規制緩和論議に関する一考察一
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3 • わが国における「規制」の本質
(1)「規制緩和」論議の対象
総務庁編 (1995)によれば， 1994年3月31日現在で，公的機関による許認可
事項は，中央官庁によるものだけでも10,945項目にのぼり，このうち約1,100項
目が，昨今の「規制緩和」論議のさしあたっての対象となっているという。
ところで，上記論議で「緩和」すべきとされている「規制」と，表2-1(前
号掲載）で見た「経済学的規制」とを照合すれば，二つの大きな疑問が生じる。
まず第ーは，（少なくとも名目上は）パレート最適な資源配分を達成するために
おこなわれている「経済学的規制」を，なぜわざわざ「緩和」しなければなら
ないのかという根本的な疑問である。第二は，昨今の「規制緩和」の論議の渦
中にある「規制」産業と，表2-1でリストアップされた，「経済学的規制」対
象の産業とが，必ずしも一致していないのではないかという疑問である。なぜ
＊本論文は、印刷容量の関係で、下記のとおり分割掲載させて頂いておりますのでご了承下さ
ぃ。
〔規制緩和と経済理論(1)〕
1. はじめに
2. 規制の経済理論
（規制緩和と経済理論(2)〕
3. わが国における「規制」の本質
4. 産業的規制と規制緩和
5. まとめ
（以上，第46巻第1号掲載）
（以上，本号掲載）
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ならば，「独占禁止法を全面的に緩和せよ」とか，「公害規制を緩和せよ」とか，
「国防・警察業務を市場化（民営化）せよ」などといった主張が，現に「規制
緩和」論議の中でおこなわれているわけではないからである。もし，ここでい
う「規制」産業の「規制」の根拠が，前述のような「経済学的」なものとは別
のところにあるとすれば，それを「緩和」すべきかどうかという判断は，われ
われ経済学者が軽々しく扱える問題ではなくなってくる。
そこで，まず，最近「規制緩和」の議論の対象となっている「規制」産業と
は，一体どのような産業であって，いかなる根拠にもとづいて「規制」されて
いるのかを見ていくことにしよう。
政府の行政改革の実施状況を監視する「行政改革委員会」の下に設けられた，
「規制緩和小委員会」が1995年7月21日に明らかにした（ただし，公表は27日）
規制緩和策の重点項目の最終案 (1995年7月22日読売新聞掲載）には，当面の
「規制緩和」の検討対象が列挙されている。そのうち主なものを挙げれば次の
ようになる。
①大規模小売店舗の出店規制の緩和
②酒類小売販売業免許基準の緩和
③たばこ小売販売の自由化
④化粧品・医薬品の再販売価格維持制度指定品目の早期廃止
⑤農産物価格支持制度の見直しと農業経営の効率化
⑥住宅の生産・輸入に関する規制緩和
⑦トラック事業の参入・価格規制の見直し
⑧ガソリンの輸入・販売・保安に関する規制緩和
⑨著作物の再販売価格維持制度の見直し
ここで注目すべきは，「規制緩和」の対象とされている「規制」産業である。
上記①～⑨の財を扱う産業は，費用逓減産業でもなければ，外部性を持つ財を
扱う産業でもなく，もちろん公共財を扱う産業でもない。また，（④・⑥・⑧以
外は）情報の非対称性や不確実性と特に関連のある産業とも思えない。まして
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ゃ，本重点項目において，共謀の規制緩和などは一言も言及されていない。っ
まり，昨今の論議において「緩和」されるべきとされている「規制」の大部分
は，経済学的に根拠のある「経済学的規制」ではなく，何か別の「根拠」にも
とづく「規制」だということである。
(2)わが国における「規制」の根拠
現在，緩和すべきとされている「規制」の多くが，経済学的な根拠を持つも
の，すなわち「市場の失敗」の補完を目指したものではないとすると，一体そ
の根拠は何なのであろか。政府の諮問機関である経済改革研究会（平岩委員会）
によって1993年11月に提出された当研究会の中間報告「規制緩和について」に
は，はからずもその「根拠」らしきものが言及されている。その要旨は次のと
おりである。
「公的規制」は，これまで産業の発展と国民生活の安定にそれなりの寄
与をしてきた。しかし，いまでは，かえって経済社会の硬直性を強め，今
後の経済社会構造の変革を妨げている面が強まっている。
「規制緩和」によって，企業には新しいビジネス・チャンスが与えられ，
雇用も拡大し，消費者には多様な商品・サービスの選択の幅を拡げる。内
外価格差の縮小にも役立つ。同時に，それは内外を通じた自由競争を促進
し，わが国経済社会の透明性を高め，国際的に調和のとれたものとするで
あろう。
• この「規制緩和」は，短期的には経済社会の一部に苦痛を与えるが，中
長期的には自己責任原則と市場原理に立つ自由な経済社会の建設のために
不可避なものであるから，強力に実行すべきである。
以上の要旨を裏返して読めば，これまでわが国でおこなわれてきた「公的規
制」の本質が明らかとなる。すなわち，それは，多かれ少なかれ，「産業の発展
と国民生活の安定に寄与」するために，「自由競争」を制限してきたものだとい
うことである。
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(3)「経済学的」規制と「産業的」規制
では，その「公的規制」は，具体的にはどういう形態を取っているのであろ
うか。こちらの方も，上記の本質と同様にして，前出の「規制緩和策の重点項
目の最終案（要旨）」を裏返して読めば明らかとなる。すなわち，ここにリスト
アップされている「緩和すべき規制」は，事前的かあるいは事後的なものかど
うかを別にすれば，いずれも，財の価格維持に貢献してきたものに他ならない。
ここで，事前的というのは，「最終案」の④•⑨に示すように，あらかじめ独占
禁止法の適用を除外することにより，再販売価格の維持を直接的に支援するも
のを指し，また，事後的というのは，その他の例に示すように，その産業への
自由な参入を何らかの形で制限することにより，結果的に財の価格維持に貢献
するものを指す。
このように，供給者による価格の維持が可能となった場合，その価格は，ど
のような水準に決定されるかを考える。まず，独占禁止法の適用除外となった
場合には， 2-{3)-(IDで見たように，共謀を阻むものが公式に消滅するのであ
るから，産業全体の利潤を最大化する価格（独占価格），あるいはそれに近い価
格に決定されることが十分に予想される。
一方，産業への企業の自由な参入が制限される場合でも，結果は類似したも
のとなる。なぜなら，産業内の企業（供給者）の数が少なくなればなるほど，
全供給者による共謀をおこないやすくなるからである。しかも，ここで見た
tacit collusionの場合には，独占禁止法で取り締まることが困難である。結局，
どちらの場合でも，産業が，（あらかじめ意図されていたかどうかは別にして）
独占均衡またはそれに近い状態に陥る可能性は高くなるのである。このような
状態においては，当然，産業に「独占利潤」的なものが発生するであろうから，
まさしく前出「規制緩和について」に述べられているように，この種の「公的
規制」が，少なくとも「産業の発展」には十分「寄与」していたことは明らか
である。
1980年代まで，高度成長期あるいは安定成長期においてわが国の産業を後方
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から支援し，オイル・ショック後の不況期においては前方に立ってその「防波
堤」の役割を果たしたのが，このような「規制」であったということは否定で
きない。すなわち，戦後復興•発展期のわが国経済においては，この種の「規
制」のメリットは，産業の育成・維持という意味で，「競争」のそれを大きく上
回っていたと言わざるを得ない。しかし，このようなメリットは，果たして普
遍的なものなのであろうか，それとも，あくまでも「経済復興・発展期」とい
う状況に限定されるべきものなのであろうか。もし，後者であるとすれば，こ
のような「規制」は，現在のわが国経済において，その存在意義自体を問われ
ることになり，ここにおいて，昨今の「規制緩和」論議との関連性もはじめて
発生する。この点については，第4章の(3)および(4)で詳述することにする。
現時点で最も重要な問題は，上記のような「規制」が，果たして経済学的な
意義を持つものかどうかということである。「経済学的規制」の意義を，「パレ
ート最適な資源配分の追求」に限定するとすれば，上記のような「規制」は，
それとは全く相容れぬものであることは明らかであろう（経済学的規制のうち
の「独占の規制」が，独占均衡の発生を未然に回避するためのものであったこ
とを考えれば，上記のような「規制」は，その精神に明白に逆行するものであ
る）。
そこで，このような「規制」（「市場の失敗」にもとづかない，個別産業への
参入・価格「規制」）を，「経済学的規制」と峻別するために，これ以後特に「産
業的規制」と呼ぶことにする。
なお，問題点の整理のために，本論文で使用する「規制」の分類を表にすれ
ば，表3-1のようになる。
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（表3-1) 
分類名 定 義 例
国民の生命・健康の維持ある 銃規制
社会的規制 いは環境の保全を目的として 医薬品規制
おこなわれるもの 医療規制
「市場の失敗」にもとづき、 費用逓減産業の規制
パレート最適な資源配分の実 共謀の規制
経済学的規制
現のためにおこなわれるもの 外部性の規制
公共財の規制
経済的規制 情報の非対称性の規制
（何らかの経 不確実性の規制
済的目的によ
産業個別におこなわれる規制 大規模小売店舗の出店規制っておこなわ
れる規制） で、「市場の失敗」にもとづか 酒・たばこの販売規制
産業的規制
ないもの（結果的に産業の財 化粧品・医薬品・著作物の
の価格維持の効果を持つと同 再販売価格維持制度
時に、社会的規制との峻別が 農産物価格支持制度
困難なものが多い）
4 • 産業的規制と規制緩和
第3章においては，昨今の規制緩和論議において緩和すべきとされる「規制」
の多くが，経済学的に根拠のない「産業的規制」であることを見た。では，こ
の産業的規制が緩和されることで，果たして日本経済に望ましい効果がもたら
されるのであろうか。本章においては，これらのことを分析する。
(1)わが国経済に占める産業的規制のウェイトー試算一
産業的規制の緩和の効果の分析に入る前に，まず，この種の規制がわが国経
済に占めるウェイトを計測することから始める。
はじめに，最も包括的な意味での「規制」（表3-1の社会的規制と経済的規
制の合計）のウェイトについては，「平成6年版経済白書」において明らかにさ
れており，これを表4-1に示す（付加価値額はすべて1990年時点のものであ
る）。
これによれば， 1990年の時点で，わが国のGNPの41.8%が何らかの規制を受
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（表4-1)各産業における規制分野のシェア
業;--、門 付加価値額計 全体に占める 規制分野の金 規制分野の業種内（億円） ウエイト(%) 額（億円） のウエイト（％）
農林水産業 102,189 2.3 89,044 87.1 
鉱業 11,454 0.3 11,454 100.0 
建設業 411,309 9.2 411,309 100.0 
製造業 1,153,949 25.9 162,839 14.1 
卸売・小売業 574,807 12.8 
金融・保険・証券業 219,628 4.9 219,628 100.0 
不動産業 420,435 9.4 31,630 7.5 
運輸・通信業 275,104 6.2 267,765 97.3 
電気・ガス・水道・
107,815 2.4 107,815 100.0 熱供給事業
サービス業（文教・
1,016,722 22.8 565,094 55.6 医療•福祉含む）
公務 144,856 3.2 ゜ 0.0 その他 23,300 〇.5 ゜ 0.0 合計 4,461,570 100.0 1,833,578 41.8 
（備考） 1. 「90年産業連関表」による粗付加価値額を基に、経済企画庁内国調査第一
課にて推計。
2. 本表においては、産業連関表で区分されている各業種について、何らかの
関連法律が存在すれば、業種全体を規制対象分野とみなした。このため、
当該法律の下で規制緩和が行われる場合でも、規制対象分野は変化しない
ことに留意する必要がある。
3. 関連法律が対象分野の一部のみを対象としていふ場合においても、その分
野の付加価値額全体を規制対象分野とした。
4. 各分野の中でも、産業連関表の区分上関連法律の特定が難しいものについ
ては算定を行っていない。
けている産業によって生産されているということになる。
次に，このうち経済学的規制に分類されるべきものを，本論文独自の方法で
算定する。表2-1(前号掲載）には，「市場の失敗」の要因別に，これと対応
する産業が示されているので，その産業の付加価値額を「90年産業連関表」よ
り抽出すると下記のようになる（付加価値の計上基準は経済白書に同じ）。
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（「市場の失敗」に対応する産槃の付加価値額）
市場の失敗の要因 産業名” 付加価値額., 要因別小計 （うち現行規制
分野の金額*2)
億円億円 億円
(a漬用逓減産業 電力 77,330 
(b洪謀
(c汐部性
(d)公共財
都市ガス 9,299 
水道 20,918 
鉄道（旅客・貨物） 30,198 
電気通信 54,176 
原則全産業 ―. 
原則全産業 ―. 
公務（中央・地方） 144,856 
学校教育 143,197 
学術研究機関 96,225 
放送 10,876 
191,921 
395,154 
(191,921) 
(-) 
（一）
(250, 298) . 
(e漏報の非対称性住宅建設 125,115 
金融*5 146,536 
保険 73,092 
不動産仲介および賃貸 96,220 
住宅賃貸料 324,215 765,178 (376,373) •• 
(f)不確実性 金融 (e)で抽出ずみ
保険 同上
不動産仲介および賃貸 同上
経済学的規制 合計 1,352,253 (818,592) 
ただし，*1 : 「90年産業連関表」中「最終需要項目別粗付加価値誘発額」に記載の需
要項目の中から，表2-1で挙げた産業に対応するものを抽出し，その付加
価値額を転記した（あくまでも本論文の理論と対応する産業であって，実際
に規制を受けているかどうかは問わない）。
* 2: 「要因別小計」のうち，「平成6年版経済白書」において「規制分野」とさ
れる部分の金額（理論上の「規制産業」のうち，実際に法律上の規制を受け
ている部分の付加価値額）
* 3: 共謀と外部性については，特定の産業を対応させることが不可能であるの
で，算定から除外した。
* 4: 「平成6年版経済白書」においては，「公務」は別格として規制産業から除
外されている（表4-1参照）。したがって，この項は学校教育，学術研究機
関，放送の合計である。
*5: 証券業は「金融」に含まれる。
* 6 : 住宅建設・金融・保険計344,743億円に不動産業の規制分野31,630億円を加
えた額
上記より， 1990年の時点での，わが国のGNPに占める経済学的規制のみのウ
ェイトは，本論文の理論ベースで30.3%(1,352,253億円），経済白書の現行規
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制ベースで18.3%(818,592億円）となる。
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次に社会的規制のウェイトを確定してみる。 2-{I)における定義より，少な
くとも医薬品・医療・保健の 3産業については，いかに価格規制や参入規制が
伴っていようと，第一義的には，社会的規制を受けている産業であるとして差
し支えないであろう。
経済学的規制の場合と同様にして，「90年産業連関表」よりこれらの産業の付
加価値を抽出すると以下のようになる。
産業名 付加価値額 （うち現行規制分野の金額）
億円 億円
医薬品 25,808 (25,808) 
医療 122,379 (122,379) 
保健 3,913 (3,913) 
合計 152,100 (152,100) 
上記より，わが国のGNPに占める社会的規制のウェイトは，本論文の理論ベー
ス・経済白書の現行規制ベースともに， 3.4%(152,100億円）となる。
経済学的規制と社会的規制の占めるウェイトが確定されれば，産業的規制の
占めるウェイトも確定される。すなわち，表3-1の分類にもとづき，
産業的規制のウェイト
＝すべての規制がGNPに対して占めるウェイト (41.8%) 
一社会的規制がGNPに対して占めるウェイト (3.4%) 
ー経済学的規制がGNPに対して占めるウェイト (18.3%)
=20.1% 
（注）数値はすべて経済白書の現行規制ベースで計上したものである。
1990年における各規制のウェイトを整理すると，表4-2のようになる。
したがって，わが国の現行の規制の半分近くは，社会的規制でも経済学的規
制でもない産業的規制であるということになる。なお，各規制を厳密に区分す
ることは非常に困難である。なぜならば，薬品や医療にかかわる規制に見られ
るように，国民の健康や安全を維持するための規制の中には，その産業への参
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（表4-2) 
規制の分類 対GNP比 対全規制比
社会的規制 3.4% 8.1% 
経済的規制経済学的規制 18.3% 43.8% 
産業的規制 20.1% 48.1% 
規制合計 41.8% 100.0% 
入規制の性格も併せ持っているものが多いからである。つまり，上記のウェイ
トは，あくまでも試算値に過ぎない。
なお，このウェイトは，後述(5)において規制緩和のマクロ的効果を推定する
時に，特に需要な意味を持つことになる。
(2)ミクロ経済学の観点から見た産業的規制の緩和の効果
前節において，わが国で産業的規制の占めるウェイトは，試算によれば，GNP
の20.1%にものぼり，これは規制全体の48.1%に相当することを見た。
では，これら産業的規制が緩和されたとすれば，それはいかなる効果をわれ
われにもたらすのであろうか。いわば，これは産業的規制がいかなる弊害を現
在われわれに与えているかということの裏返しである。産業的規制の本質が，
価格維持制度や参入規制により，独占均衡的な状態を産業にもたらすことにあ
るとするならば，この帰結としての deadweight lossそのものが規制の弊害で
あるということになる。
Harberger (1954)は，製造業主要73産業のデータより，この deadweight loss 
が米国経済に占める割合をはじめて推定した。もっとも，この時の彼の目的は，
「規制の弊害」ではなく，「独占の弊害」を測定することであった。馬場・岩崎
(1974)によれば，彼の計測方法は以下のとおりである。
産業の deadweight lossをWとする。これはいわゆる「マーシャルの三角形」
と呼ばれるものであり，この三角形の面積がWの大きさとなるので，
W= (1 / 2)△ p. △Q 
ただし，△P: 独占による価格の変化（上昇）分
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△ Q: 独占による生産量の変化（減少）分
である。ここで，価格の相対的歪みを t,需要の価格弾力性を cとおけば，
W = (1 / 2) PQct2 
ただし， t=△P/P 
c=-(△ Q/Q)/(△ p /P) 
となる。 tについては，標本各産業の利潤率の，正常利潤率（製造業の平均利潤
率）からの乖離によって推定し， cについては，各産業とも 1であると仮定する
と，各産業ごとのdeadweight lossの推定値が算定できる。
彼は，ここから得られた結果から換算して， deadweight lossが当時の米国
のGNPに占めるウェイトはせいぜい 0.1 %であるとし，独占の弊害が経済に
与える影響は取るに足らないものであるとした。
しかし，現在，彼と同じ方法で，産業的規制がわが国経済に与える影響を測
定することはできない。なぜならば，この方法は，部分均衡分析をマクロ経済
に拡張しようとするものだからである。
周知のように，部分均衡分析とは，他の財の価格をあくまでも一定と仮定し
た上で，ある財の市場均衡を分析しようとするものである。したがって，ここ
から得られた消費者余剰•生産者余剰および deadweight lossも，この前提の
上ではじめて成立するものである。単一市場における deadweight lossを測定
することには，それなりの意味があるが，これをすべての市場で集計したもの
を，一国全体の deadweight lossとすることには無理がある。なぜならば，ぁ
る市場の lossの分析において，「一定」とされた別の市場の価格が，その市場自
体のlossの分析の時には，一転して「可変」とされるわけで，このようにして
得られた lossを単純に合計することは，分析結果に重大な論理的矛盾を内包さ
せることになるからである。すなわち，部分均衡の集計が一般均衡ではないし，
社会的余剰の合計が国民所得になるわけでもないのである。
次に考えられることは， 2一{3)のように，部分均衡分析ではなく一般均衡分
析により，独占の非効率を計測することである。しかし， 2-13• 2-16式を
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見てもわかるように，一般均衡分析によって示されるものは，その資源配分が
効率的であるかどうかという条件であって，非効率の程度ではない。なぜなら
ば，ここでは消費者の効用関数や企業の生産関数は全く特定化されておらず，
しかも消費者の効用は序数的効用を前提としているからである。このように，
厚生経済学は，「市場の失敗」を指摘こそしたが，その「失敗した市場」の非効
率を計測するまでには至っていない。これは，厚生経済学自体が持つ規範的な
性格によるものである。敢えてこれを計測しようと思えば，効用関数•生産関
数のみならず，社会的厚生関数まで特定化する必要があり，分析の過程にかな
りの恣意性が混入することは避けられないであろう。
(3)マクロ経済学の観点から見た産業的規制の緩和の効果
このように，ミクロ的な分析手法にもとづく厚生経済学は，効率的な資源配
分のための条件と，これが満たされない時の公的機関による市場への介入の必
要性とを，われわれに示すという功績を挙げたにもかかわらず，実際に発生し
ている非効率の程度を計測することに対しては，あまり有効ではなかった。
しかし，規制緩和を論ずる場合，その効果を予測することは避けて通れない
道でもある。したがって，われわれに残された方法は，マクロ的な分析手法に
よるものだけとなる。
周知のように，マクロ経済学は，厚生経済学と異なり，抽象的な効用関数や
社会的厚生関数に代わって，国民所得という具体的な基準を使用することによ
り，政策の効果を数量化することに成功している。すなわち，国民所得が増加
するかどうかが，その政策の唯一の評価基準となる。
例えば，産業的規制の本質を，マクロ的には，高物価誘導政策と捉えること
にしよう。これは消費者から生産者への，価格を通じた一種の所得移転とも考
えられる。「高物価」と聞けば，倫理的に「悪」であるとの先入観をわれわれは
持ちがちである。しかし，子供や学生・年金生活者などを除外すれば，生産者
と消費者とは表裏一体であり，その相互依存的関係によって，一国の経済が成
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り立っている。つまり，マクロ経済学においては，一方的な「生産者利益」や
「消費者利益」などというものは存在しない。したがって，最初の所得がどち
らに厚く分配されようと，最終的に均衡「国民」所得が増加しさえすれば，こ
の所得移転は，マクロ的には望ましいことになる。
上記のケースにおいて，「最終的に」国民所得が増加するのは，どのような場
合であるかを考えてみる。産業的規制による，需要サイド（消費者）から供給
サイド（生産者）への所得移転のマクロ的効果は，まず次の2点に大別するこ
とができる。
一つは，失業抑制効果である。すなわち，〔貨幣賃金率 (w)との相対的比較
における〕高物価 (p)は，企業の直面する実質賃金率 (w/p)を低下させる
ため，一国の雇用量を高水準に維持させる効果を持つ。例えば，一部の農産物
価格の支持制度が，農業の雇用吸収力を維持せしめることにより，失業率の増
加を阻止している側面は否定できない。失業の抑制は，古今東西を問わず政府
の再重要政策課題である。
もう一つは， ドーマーのいう生産能力増進効果である。上記のような高物価
は，内需を減少させる反面，企業利潤の消費者への配当率が低い場合には，利
潤の再投資を通じて一国の生産能力を充実させる効果を持つ。この生産能力と
内需とのギャップに見合う需要を海外から獲得する（つまり生産物を輸出する）
ことができれば，需給は均衡し国民所得は増加する。この時，消費者の貯蓄性
向が高ければ，企業の投資に豊富な原資を供給する一方で，内需を依然低水準
に維持する役割を果たすことになる。すなわち，獲得された外貨の多くは再び
投資に回さざるを得ず，再び生産能力は増大し，輸出指向に拍車がかかること
となる8)。
1971年のニクソン・ショック以前の， 1ドル=360円というような「超円安」
固定レートの時代においては，輸出収入は生産者にとって非常に「魅力的」で
あり，しかも，製品が国内的には高価格であっても，国際的には依然低価格で
あるわけで，この当時には，外貨獲得の重要性が，内需のそれを軽く凌駕して
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いたことは明白であろう。上記のような，「高物価・低失業率・低内需・超円安・
輸出指向・低配当性向・高貯蓄性向•投資の活発化（国民所得水準との比較に
おいて）・経済成長」の「良」循環，これがいわゆる「高度成長神話」であった。
さて，ここでいう毎年の国民所得の増加分から， deadweight lossを差し引
いたものが，産業的規制による国民所得の「結果的な」増分となる。しかるに，
(2)で見たように，この lossをマクロ的に計測することは困難である9)0
メリットは明確，デメリットは不明確である以上，産業的規制が，雇用の維
持と生産能力の充実という，復興•発展期におけるわが国の 2 大政策目標を両
立させてきたという見解も成り立つ。結局，前出「経済改革研究会」の中間報
告「規制緩和について」にいみじくも述べられているように，少なくとも政策
当局は，産業的規制によって，これまでの国民所得の持続的な増加，すなわち
経済成長が達成されてきたと見なしているのである。この意味において，産業
的規制による高物価政策は「善」であった。
このように， ミクロ経済学（厚生経済学）で「悪Jとされたことも，マクロ
経済学では一転して「善」と評価されることもあり得る。大部分の規制がミク
ロ的根拠にもとづくものであるにもかかわらず，その効果自体はマクロ的尺度
でしか計測できないという「ねじれ現象」が，「規制緩和」問題をより複雑化さ
せる一因ともなっている。
ただし，ミクロ経済学の「悪」が，数学的証明にもとづく無条件の「悪」で
あるのに対し，マクロ経済学の「善」は，状況により左右されるあやふやな「善」
であることを見落としてはならない。例えば，上記産業的規制が「善」である
ためには，生産能力に対する内需の不足分が，輸出によって，何の障害もなく
埋め合わされることが大前提となっている。この前提が崩れた時，産業的規制
はマクロ的にもその根拠を失うのである。ここに，最近の規制緩和論議の背景
の縮図があるように思われる。なお，この点については， (4)で詳述する。
さて，規制緩和の効果をマクロ的に分析する場合，最初に大きな問題点が生
じる。それは「規制緩和」をいかに変数化すべきかという問題である。
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一般的なケインズ・モデルにおいて，外生変数として政策的に与えることが
できるのは，財政支出額・貨幣供給量・税額（税率）などごく限られた変数の
みである。一方，規制緩和を支持する意見の主流となっているのは，規制緩和
に伴う物価水準の下落が実質国民所得を増加させ，新たな需要を生み出すとい
う主張であるが，そもそも物価水準というものは，国民所得とともにマクロ・
モデルの中で決定される内生変数であって，はじめから外生的に与えることは
できなかったはずである。したがって，この問題の解決が，規制緩和のマクロ
分析をおこなうための前提条件となる。
この問題の解決の糸口とするため，そもそもなぜ今になって規制緩和が主張
されるようになったのか，規制は現実にいかなる弊害をわが国経済にもたらし
ているのか（規制緩和の効果とは一体いかなるものか）ということ，すなわち
昨今の規制緩和論議の背景が何であるかをここで改めて整理する必要がある。
(4)規制緩和論議の背景
昨今の規制緩和論議の端緒となったのは，国内からではなく，海外諸国から
の市場開放要請であった。すなわち， 1980年代後半以降，日米経済構造協議な
どの交渉の場において，日本の市場の閉鎖性が米国側からたびたび指摘され，
わが国の「公的規制」がこれを助長していると非難された。例えば，「米国企業
が日本市場に参入できないのは，『（非関税）参入障壁』が存在しているからだ」
とか，「『公的規制』は，その最たるものだ」といった具合にである。
ここで根本的な疑問点が生じる。すなわち，なぜ最近になって「規制緩和」
が論議されるようになったのか，また，なぜ，その論議がまず海外から発せら
れたのであろうか，という 2点である。この疑問を解く鍵は，わが国の貿易黒
字の膨大な蓄積にある。周知のように， 1980年代以降，わが国の貿易収支は黒
字の一途を続け， 1990年代に至って，その累積額は莫大なものとなった。わが
国から見れば，貿易黒字は海外からの国民所得の流入，すなわち所得の増加要
因であるが，海外諸国から見れば全くその逆であって，わが国の貿易黒字は日
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本への国民所得の流出，すなわち所得の減少要因に他ならない。とりわけ，自
国の貿易赤字の内，日本に対してのものがその大半を占める米国にとっては，
事態の打開は特に急を要するものであった。
では，米国が日本に対する貿易赤字を減らすには一体どうすればよいのであ
ろうか。当然のことながら，日本からの輸入を減らすか，日本への輸出を増や
すしかない。まず，前者の方策については，輸入額自体が構造的に米国の国民
所得と連動していると考えられるので，輸入のみを急激に抑制することは困難
である。また，緊急輸入制限などの強制的措置は，相手側から同様の報復措置
を受けることが予想され，長期的な視野に立てば望ましくない。ここで米国に
残された有効な手段は後者（日本への輸出増加）しかなくなる。日本への輸出
はすなわち日本市場への参入を意味しているのだが，「公的規制」によって，日
本の多くの市場で自由な参入が（事実上）制限されている（あるいはそう見え
る）としたら，米国はどう考えるであろうか。貿易摩擦と昨今の「規制緩和」
論議の関連の縮図がここにある。
さらに，日本の膨大な累積黒字は，「規制緩和」推進を主張する側に強力な支
援を与えた。すなわち円高である。 1985年のプラザ合意からの10年間で，円は
ドルに対して約3倍に値上がりした (1995年5月時点）。米国にとってみれば，
ドル換算で同じ価格のものが，円換算では10年前の 1/3の価格にて日本で販
売できるわけで，日本市場への参入の誘因は一層増大する。逆に，日本にとっ
てみれば，米国および他の諸国へ輸出して外貨を得る誘因はそれだけ減少して
いるわけで，経済の安定成長を維持するためには，輸出依存型の従来の経済構
造から，内需拡大型への転換を迫られることになる。内需を拡大するためには，
新しい商品・サービスの開発や価格の低下が必要不可欠であるが，ここに至っ
て意外な「障害」があることが判明した。これがすなわち「公的規制」である。
「公的規制」（本論文でいう産業的規制）は，「産業の発展と国民生活の安定
に寄与する」という目的のもとに，これまでわが国の財・サービスの製造・流
通・販売の各局面を網羅する形でおこなわれ，結果的に「自由な競争の制限」
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という副産物も生み出してきた。この「自由な競争の制限」自体が，円高のご
時世になって，自国の内需拡大への構造転換への大きな障害になろうとは，何
とも皮肉な話である。このように，円高の進展とともに，前述「高度成長神話」
サイクルの中核を構成していた「超円安・輸出指向」はもろくも崩壊し，その
結果，産業的規制のマクロ的根拠の方も危うくなってしまった。かくして「公
的規制」は，わが国の内需拡大と，諸外国の日本市場参入との「共通の障害」
となるに至ったのである。
(5)規制緩和のマクロ的分析
前節の背景から，規制緩和の効果として期待されているものが明らかとなっ
た。それは，輸入規制および参入規制の緩和によってもたらされる内外価格差
の縮小と，それにもとづく内需の拡大である。 2---{3)-@で見たように，市場
が競争的になればなるほど，価格は低下するという推測は， ミクロ理論からも
支持できる。したがって，上記効果の前半部分の，規制緩和と物価水準の下落
との因果関係については，十分に妥当なものであると考えられる。しかし，そ
れが果たして最終的な内需の拡大，すなわち実質国民所得の増加につながるか
どうかは，その「規制緩和」自体の内容に大きく左右され，一意的な結論を下
すことはできない。なぜならば，増加した需要に対応する供給の増加がなけれ
ば，実質国民所得の増加は達成されないからである。結局，供給サイドを構成
する資本と労働の移動が円滑におこなわれるかどうかが，規制緩和の最終的効
果を決定する極めて重要なポイントとなる。そして，これは，その規制緩和の
内容そのものに依存しているのである。
なお，従来の輸出型産業の場合には，価格低下によって増加した国内市場の
需要に対して，これまでの輸出分を充当すれば良いわけであるから，上記のよ
うな供給力不足はそれほど問題とはならない。このことが問題となるのは，主
に従来の非輸出型産業の場合である（しかもこのような産業は規制産業である
場合が多い）。
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さて，上記に示したような規制緩和の効果に関するマクロ的分析の実例を示
そう。規制緩和の効果に関する最近の実証分析は，上記のように，規制緩和に
よる物価水準の下落を一種の外生変数として，マクロ・モデルに適用し，最終
的な実質国民所得がどれくらい増加するかを推定するものが主流となってい
る。このような実証分析（正確には「シミュレーション」と呼ぶべきものであ
る）の代表としては，中北 (1994)が挙げられる。ここでは，規制緩和研究会
編 (1994)によるその解説にもとづき，その概要を以下に述べる。
まず，規制緩和の直接的効果としての内外価格差縮小により，旧規制産業の
価格が20%下落する。すると，旧規制産業の名目生産額（付加価値）は190兆円
から152兆円に下落する。この差額の38兆円が，新規の需要として，従来の非規
制産業や新産業に向けられることになるが10), この需要増加を満たすだけの供
給増加がなければ，物価上昇や，さらなる輸入増加を引き起こすだけである。
一方，旧規制産業では，実質賃金率の上昇により，余剰労働力が発生する。す
なわち，規制緩和によって，従来の非規制産業や新産業においては労働力の不
足が生じ，同時に，旧規制産業においては，労働力の余剰が生じる。これがい
わゆる「摩擦的失業」である。この問題を解決するにはどうすれば良いか。中
北は，旧規制産業の労働力のうち，余剰となった598万人 (20%)が，従来の非
規制産業や新産業へ徐々に移転することにより，長期的に見て供給も38兆円増
加させることが可能であるとしている。かくして実質国民所得の38兆円 (GDP
比8.1%)の増加がここに達成される 11)。
上記の試算には，規制緩和の実施における最大の問題点が凝縮されていると
思われる。すなわち，規制緩和により，内外価格縮小に成功したとしても，そ
れに伴う需要増加を満たすだけの供給増加がなければ，最終的な実質国民所得
の増加にはつながり得ないということである。つまり，旧規制産業から従来の
非規制産業や新産業への，労働力と資本の円滑かつ速やかな移動が必要不可欠
であるということである。このことは，取りもなおさず，規制緩和が徹底した
ものでないとその目的を達成し得ないということを意味している。
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規制緩和に対する反対意見として，規制緩和による物価水準の下落は，実質
所得の増加をもたらす一方で，実質賃金率の増加をももたらすので，企業の雇
用意欲を減退させ，結果的に失業の増大を引き起こすだけであるという主張が
ある。これは，上記の意味で，半分は真理であり，半分は危惧である。すなわ
ち，その失業者を吸収するに足るビジネス・チャンスをもたらすほどに徹底し
た規制緩和であれば，すべての問題は解決するはずである。これを裏返せば，
諸外国からの市場開放要求という外圧をかわすためだけの，中途半端な規制緩
和は，旧規制産業の没落と，それに伴う大量の失業者を生み出すだけであると
いうことを示唆している。
このように，規制緩和政策の本質とは，「規制」を「緩和」すること自体にあ
るのではない。その真価が問われるのは，むしろ「緩和」後であって，それは，
上記のような国内的摩擦をいかに円滑に収拾することができるかどうかに依存
しているのである。
上記中北の理論を，簡単に数量化すれば次のようになる。旧規制産業の付加
価値額を X兆円，これに従事している労働力を y万人とする。規制緩和によっ
て，内外価格差が縮小し，旧規制産業における生産物の価格が，比率zだけ下
落するとすれば，規制緩和による需要増はXZ兆円，当初の供給不足も X Z兆
円，旧規制産業における余剰労働力は yz万人である。この労働力を他の産業
で吸収することが可能な場合にのみ，都合X Z兆円の実質所得の増加が達成で
きるのである。
なお，自明のことではあるが，規制緩和の対象産業（旧規制産業）の範囲 (x)
をどこまでにするか，あるいは，規制緩和による価格の下落率 (z)をどれだけ
にするかによって，実質国民所得の増加分の推定値 (xz) は大きく変化する。
中北の場合は，「旧規制産業」の占めるウェイトを GDP(465兆円）の40. 1 % 
としており，これは，「平成6年版経済白書」でいう全規制産業の占めるウェイ
トにほぽ相当する。当然，この中には，本論文でいうところの「産業的規制」
だけでなく，「経済学的規制」や，「社会的規制」の対象産業も含まれている。
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したがって，中北は，規制緩和の効果の一種の上限値を推定しているものと思
われる。また，ここでは，貯蓄は名目所得に依存し，実質所得の増分はすべて
需要となると仮定されており，しかも旧規制産業（流通関係産業が多く含まれ
る）の価格低下が，他の産業の価格へ与える波及効果も一応除外されている。
これらのことを考慮すれば，規制緩和が実質国民所得に与える影響がいかほど
のものになるかについては，まさに研究者によって意見の分かれるところであ
ろう。
(6)「産業的規制」と「社会的規制」
では，「産業的規制」はすべて撤廃すべきなのであろうか。現行の「産業的規
制」の多くは，第1章で述べたように，真に国民の生命・健康の維持にかかわ
る安全性や環境保全を目的とするという性格を併せ持っている。例えば，食品
衛生法にもとづく食品の製造・販売規制や建築基準法にもとづく建築物の施工
規制などがこれに当たる。つまり，撤廃すべしとされている「産業的規制」の
多くが「社会的規制」の性格をも有しているのである。一方，これらの「産業
的規制」が，結果的には，その産業への自由な参入を制限する形になっている
こともまた事実である。われわれ経済学者としては，「産業的規制」の持つ後者
の性格（参入制限）を非難することはできても，前者の性格（社会的規制）の
是非まで問う立場にはない。このことが「規制緩和」論議を一層複雑化させて
いる一因でもある。
ただ，経済学者が「社会的規制」に全く手を出せないでいるかといえば，決
してそうではない。すなわち，「ポーダーレス経済」（国境なき経済）の時代と
いわれる現代においては，ある「産業的規制」が妥当なものであるかどうかと
いう問題を，それが課す条件が国際的な基準と一致しているかどうかという問
題に置き換えて判断することは可能である。
その意味で， 1995年3月に閣議決定された，政府の「規制緩和五か年計画」
(1995年3月31日・ 4月1日読売新聞掲載）中に明記されている「JIS(日本工
58 
規制緩和と経済理論(2)(秋岡） 161 
業規格） ・JAS(日本農林規格）の国際規格への整合化」は，「社会的規制」の性
格をも有する「産業的規制」の緩和に対して望ましい方向性を示していると考
えられる。
なお，言うまでもないことであるが，「社会的規制」の性格をほとんど有しな
いと思われる「産業的規制」，例えば前出「規制緩和小委員会」の規制緩和策の
重点項目（最終案）の中の「大規模小売店舗の出店規制」などは，あくまでも
「経済学的」な面からだけ考えれば，早急に緩和すべきであるという結論に達
せざるを得ないであろう。なぜならば，「参入制限」以外の目的を，これに対し
て見い出すことが困難だからである。
(7)「規制」の失敗
第2章において，市場機構は必ずしも万能なものではなく，それはしばしば
最適な資源配分に失敗することをわれわれは見た。ゆえにこれを「市場の失敗」
と呼び，これを是正するためにおこなわれる規制のみを特に「経済学的規制」
と呼んだのであった。次いで，第3章においては，昨今の「規制緩和」論議の
対象となっているものの大部分が，この「経済学的規制」ではなく，「市場の失
敗」にもとづかない「規制」，すなわち「壁墾堕規制」であることを明らかにし
た。そして，第4章のこれまでの部分においては，われわれは，その「産業的
規制」のうち，「社会的規制」の性格を有しないものは，できるだけ緩和すべき
であるとの結論に達したのであった。
では，「経済学的規制」の方は，全く「規制緩和」の対象外で良いのであろう
か。確かに，「市場の失敗」による社会的非効率の発生を防ぐための規制という
その定義からして，これを「緩和」すべき理由はどこにもないように思われる。
しかし，これはあくまでも技術進歩や規制自体の非効率性を想定しないという
前提のもとでの議論である。もし，これらの前提が崩れれば，こちらの「規制」
も同様に「規制緩和」の議論の対象になり得ることは明らかである。
まず，はじめに技術進歩との関連について述べよう。第2章において，「市場
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の失敗」の原因の一つが費用逓減産業の存在であることは述べた。すなわち，
生産上の技術的な問題として，初期に支出すべき固定費用が巨額となるがゆえ
に，生産量が多ければ多いほど生産物1単位あたりの費用は低下し，自然と 1
社による供給独占への傾向を示す産業のことである。また，このような産業に
おいて複数の企業が生産をおこなうことは，固定費用の重複支出となるので，
参入規制をおこなうことが社会的にも望ましいとされていた。
しかし，最近の科学技術の進歩によって，このような「規制」の根拠は急速
に正当性を失いつつある。例えば，電気通信事業は，膨大な地上通信線網の設
置のために巨額の初期支出（固定費用）が必要となるので，費用逓減産業であ
ると見なされてきた。だが，最近の大容量無線通信回線技術の発達や携帯無線
電話の普及などによって，地上通信線（電話線）の新規建設が，電話回線の増
加の前提条件であるとは必ずしも言えなくなっている。同様にして，電気・ガ
ス事業においても，コ・ジェネレーション技術（集合住宅，ビル，団地単位の
エネルギー独立供給技術）等の発達により，変電所やガス配給基地から個別消
費者までの配電線やガス管の設置が，エネルギー供給の前提条件であるとは必
ずしも言えなくなっている。つまり，技術の進歩によって，費用逓減産業の規
制の根拠である「巨額の固定費用」という前提自体が崩れつつあるのである。
次に，「規制」自体の非効率性について述べよう。そもそも，「経済学的規制」
の正当性の根拠は，それが最適な（効率的な）資源配分の達成のためにおこな
われるものだからであった。つまり，ここでは，規制によって新たに発生する
非効率性の存在などは全く考慮に入れられていない。だが，一旦現実の経済に
目を向ければ，この種の非効率性が無視できない存在となっていることがわか
る。すなわち，一部の公営事業や規制産業に見られる費用膨張傾向がそれであ
る。なぜならば，このような事業や産業においては，「規制」自体が外界との巨
大なバリアーとなるため，資本市場（株主）や生産物市場（競争相手）などか
らのプレッシャーが企業の経営者や従業員に有効に機能しにくい上に，公正報
酬率規制等によって常に一定範囲内の利益が保証されるようになっており，た
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とえ経営を効率化したところで，それが彼らの報酬増に直接つながることが少
ないからである。
したがって，このような産業では，コスト低下のために努力する誘因が自然と
希薄となる傾向が見られる。最近，わが国において問題化している，一部の規
制産業内の企業の放漫経営問題などは，上記のような，「規制」と「非効率性」の
因果関係を暗示しているとも考えられる。 Leibenstein(1966)は，この種の非
効率性を，「X非効率性」 (X-Inefficiency)と呼んだ。また，言うまでもないこ
とではあるが，この種の非効率性については，「経済学的規制」のみならず，「社
会的規制」や「産業的規制」の対象産業といえどもその例外たり得ないのである。
以上の二点を総称して「規制の失敗」という。そしてこれは，「産業的規制」
のみならず，「経済学的規制」もまた「規制緩和」の対象となり得ることを示す
重要な論拠ともなっている。ここ10年ほどの間に，英国やわが国でおこなわれ
た公営企業民営化の理由のうちの一つに，この「規制の失敗」が挙げられてい
るのである。
このように，本論文による試算で， GNPの18.3%を占めている経済学的規制
といえども，もはや規制緩和の波から安泰であるとは言い難い。上記のように，
経済学的規制の「経済学的」根拠自体が近年揺らぎつつあるからである。産業
的規制と同様，規制の根拠を個別に再検討し，時代の趨勢に合わなくなってい
るものから順次緩和の対象として行くべきであろう。
(8)競争の通時的有効性
第2章において，われわれは競争が効率的な資源配分を達成することをすで
にみた。しかし，これはあくまでも単一時点における市場での競争を分析した
結果であり，ある時点から他の時点への時間の経過を想定したものではなかっ
た。当然，現実の世界においては，時間の経過が存在する。現実を忠実に反映
していなければ，競争が有効であるというその理論の正当性は薄れてしまうで
あろう。では，競争は通時的に見ても有効なものなのであろうか。言い換えれ
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ば，競争の繰り返しは社会的に望ましい結果をもたらすのであろうか。
猪木 (1993)によれば，競争とは，「経済的に最善 (best)な方法の発見のた
めの装置」であるという。つまり，競争には，生産効率面での劣者を市場から
淘汰する作用があるというのである。
例えば，第2章においては，各生産者の生産関数はすべて同一であると仮定
されていた。しかし，現実にはこのようなことは有り得ないであろう。すなわ
ち，各生産者の生産関数はそれぞれ異なり，同じ数量を生産する場合でも，費
用が高くつく者と安くすむ者がいるのが普通である。この場合，費用が安くす
む者の方が生産効率が高いということは言うまでもない。しかし，この時点で
は，どれが最善の（最も生産効率の高い）生産方法かは，お互いにわからない。
競争による資源配分が完了し，各生産者に同一の市場価格が適用される時にな
ってはじめて，獲得した利潤の高低によって，各生産者の生産効率が判明する
のである。すなわち，競争は各生産者の生産効率を，利澗の差という形で暴＜
のである。このような競争が繰り返されていくうちに，生産効率の低い（獲得
できる利潤の低い）生産者は次第に市場から駆逐されていくであろう。あるい
は，このような生産者は，競って生産効率の高い生産技術を追求するであろう。
そして，最終的には，最も生産効率の高い生産者（あるいは生産技術）のみが
市場に生き残ることになる（なお，生き残る生産者は 1人であるとは限らない）。
つまり，競争の繰り返しによって，われわれは，「最も生産効率の高い生産技術」
という，社会的に望ましいものを手に入れることができるのである。このこと
は，競争が通時的にも有効なものであるということを示している。
5 • まとめ
われわれは，「規制緩和」問題を総合的に検討するにあたり，まず規制の経済
学的な根拠の分析をおこなった。すなわち，第2章において，「一定の条件」の
下で市場機構が効率的な資源配分を達成することを見た。と同時に，その条件
自体が現実的なものとは言い難く，このため市場機構はしばしば効率的な資源
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配分に失敗することも確認した。これがいわゆる「市場の失敗」と呼ばれるも
のであり，公的機関への市場への介入（規制）に対する唯一の経済学的な根拠
となっているものであった。しかし，最近の規制緩和論議との関連において，
ここに大きな疑問点が生じた。つまり，効率的な資源配分を追求するためにお
こなわれている「規制」を，なぜ今になって「緩和」しなければならないのか
という点である。
しかし，第3章において，日本の「規制」の現状に目を向けると，その疑問
は氷解した。すなわち，日本の現行の「規制」の多くが，上記「市場の失敗」
にもとづく「経済学的規制」でもなければ，国民の最低限の安全・健康や環境
保全に寄与するための「社会的規制」でもなく，その実体は，価格維持制度や
参入規制等によって，結果的にある種の独占均衡的な状態を産業内にもたらす
ような「規制」であった。このような「規制」を経済学的規制や社会的規制と
峻別するため，われわれはこれを特に「産業的規制」と名付けたのであった。
第4章においては，まず，この「産業的規制」がわが国の GNPに占めるウェ
イトを実際に試算してみることにした。その結果は， 1990年の時点でGNPの約
20%, かつ規制全体の約半分を占めるというものであった。
「規制緩和」の第一の対象が上記「産業的規制」であることが判明すれば，
今度は，それを緩和した場合の効果を予測する必要がある。上記「産業的規制」
の性格上， deadweight lossの解消がその効果とも考えられたが，このような，
ミクロ的な分析手法によって規制緩和の効果を推定することには限界があるこ
とがわかった。すなわち，「産業的規制」の緩和の効果を推定するためには，事
実上マクロ分析によるしかないということが判明したのであった。
ミクロ分析と異なり，マクロ分析においては，政策の効果はその時の状況に
応じて変化する。産業的規制もその例外ではなかった。失業の抑制と生産能力
の充実を重視する復興・成長期の経済においては，需給のギャップを輸出で埋
めるという前提の下で，この規制は有効であった。
しかし，近年の貿易摩擦と円高という現実の前に，この前提はもろくも崩れ
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去り，新たに発生した内需主導型経済への転換という課題の前では，産業的規
制は，もはや単なる「障害」でしかなくなったのであった。
では，その「障害」を取り除けば，どのくらいの効果が望めるのであろうか。
規制緩和の効果に関する最近のマクロ的な実証分析を参照したところ，次のよ
うなことが明らかとなったのである。
規制緩和の直接的効果は，参入規制および輸入規制の緩和による旧規制産業
の価格の下落である。価格の下落は，実質所得の上昇による新規需要の喚起と
同時に，実質賃金の上昇による，旧規制産業の余剰労働力の発生をももたらす。
この余剰労働力が旧規制産業から他の産業へ速やかに移転して，前記の新規需
要に対する供給力とならない限り，均衡としての実質国民所得の増加は達成さ
れない。つまり，規制緩和は徹底したものでなければならない。以上がマクロ
分析における結論であった。
一方，「産業的規制」は言うに及ばず，たとえ「社会的規制」や「経済学的規
制」といえども，もはや上記の結論の対象外ではないこともまた明らかとなっ
た。すなわち，「規制」自体が産業の効率化を阻害しているとする「規制の失敗」
という観点である。これにもとづけば，規制の区分にとらわれず，個別に再検
討の上，「真に必要な規制」だけを残して，後は緩和すべきだということになる。
では，その「真に必要な規制」とは何か。現時点では，規制緩和の進む先進各
国においてもなお残存している諸規制が，重要な参考基準となろう。「ボーダー
レス経済」と言われる現代社会において，「自国経済の特殊性」を根拠にした規
制が国際的に通用するはずはないし，また，通用させてもならないからである。
このように，規制緩和が日本経済の構造転換を背景にしたものである以上，
それは決して一時的な「景気対策」であってはならない。わが国が現在置かれ
ている状況を考慮すれば，これは避けては通れぬ道であると同時に，二度と戻
ることのできぬ道でもある。繰り返すようではあるが，この意味においても，
規制緩和は徹底したものでなければならないのである。
以上
64 
規制緩和と経済理論(2)(秋岡） 167 
＊ 本論文は， 96年度学部共同研究費の交付による研究成果の一部である。
ここに記して感謝の意を表したい。
注
-「規制緩和と経済理論」 (1)・(2)統合分〔本号分は（注8)以降〕一
1)厳密に言えば，「一般均衡モデル」とは，「すべての財の堕蔓を同時に均衡させるような価
格ベクトルが，経済学的に意味のある（負の要素を全く含まない）形で存在するかどうかを
分析するミクロ経済モデル」のことであるので，このような墾雙の究極形を示すモデルをこ
う呼ぶのは不適切かも知れない。しかし，本論文においては， 2-3式の意味（すべての財
の需給一致）に由来するものとして，便宜的にこれを「一般均衡モデル」と呼ぶこととする。
2)一般的には，この最適化条件は，十分条件ではなく必要条件であることに注意されたい。
すなわち，最適化条件を満たすような (x,i, Y•i) が存在しているとしても，それらがすべ
て最適解であるとは言えない。しかし，ある (x,1, Y•i) が最適解であるならば，それは必
ず最適化条件を満たしていなければならない。なお，このような最適解は必ずしも unique
に決定されるとは限らない。
3) 2-9式は，今井他 (1971)の表記にもとづいて， dykJ/dy.,(< 0)を「技術的限界代替
率」としているため，中央の辺の符号が負となっている。しかし，技術的限界代替率の本来
の意味，および右辺との整合性を考慮すれば，中央の辺の符号は正とするのが正しい（これ
以後の，同代替率にかかわる式も同様）。なお，厳密に言えば，第€財と第 j 財の投入・産出
の区別によって，この呼称は異なる。これを「技術的限界代替率」と呼ぶのは，第€財•第
j財ともに投入物の場合である。ちなみに，第い財・第j財ともに産出物の場合は，「限界変
形率」と呼び，第い財が投入物で第j財が生産物の場合は，「限界生産性」と呼ぶ。（前号掲
載「規制緩和と経済理論 (1)」の注3は，本注に読み替えて下さい）
4)この価格ベクトルPと， 2-5式の各財の需給均衡条件式にかかる Lagrangian乗数ベ
クトルPとは，事前的には，独立したものであると考える。無論， 2-5式から導出される
最適化条件と，本問題におけるそれとは同値であることが後に明らかとなるので，この両者
は事後的には一致する。
5)厳密に考えれば，瓦は定数ではなく， i番目の消費者が初期に保有する財の資産価値合計
(}:Pi苅）と，企業から同人へ支払われる賃金および企業利潤から同人への配当との和にな
J=l 
る。しかし，企業利潤がすべて消費者に配当されると考えるならば，最適化条件は 2-10式
と同値になる。
6)第1財の供給が第1企業に独占されている場合， 2-3式群のsocialplannerの制約条件
のうち，第1財に関するものが
}:x11=Y11十ぷ元；
l=l l=l 
と変更されることになるが，このような変更は，彼の最適化条件に全く影響を与えない。
7) これまでの分析とは異なり，この例においては，企業は価格的競争をおこなうと仮定され
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ている。
8)開放経済におけるマクロ・モデルにもとづけば，貯蓄過剰分は国内の供給過剰分を意味
し，それはそのまま貿易黒字となる。
9)たとえ，計測不可能なdeadweight lossが確実に経済に発生しているにせよ，結果的に
国民所得自体は増加しているのであるから，事実上メリットはロスを上回っているとも言
える。
10) ここでは，旧規制産業の価格低下による新規の需要は，すべて他へ向けられると仮定され
ている。
11)規制緩和研究会編 (1994)においては，シミュレーションの対象年度は示されていない。
参考文献
-「規制緩和と経済理論」 (1)・(2)統合分ー
Akerlof G. (1970) "The Market for'Lemons': Qualitative Uncertainty and the Market 
Mechanism", Quarterly Journal of Economics, vol.84, pp488-500 
馬場正雄・岩崎晃 (1974)「独占・企業規模およびX非効率」，「週刊東洋経済J臨時増刊・産
業政策特集号， 1974年6月
Harberger A.C. (1954) "Monopoly and Resource Allocation", American Economic Review, 
May 1954 
今井賢ー・宇沢弘文・小宮隆太郎・根岸隆・村上泰亮 (1971)『価格理論1.l,岩波書店
猪木武徳 (1993)『新しい産業社会の条件」，岩波書店
経済改革研究会 (1993)「規制緩和について（中間報告）」 (1994年5月19日『規制と競争」研
究フォーラムにおける大田弘子氏の報告）
経済企画庁編 (1994)「平成6年版経済白書」，大蔵省印刷局
規制緩和研究会編 (1994)「規制緩和で日本が変わるJ,ジャパン タイムズ
Leibenstein H. (1966) "Allocative Efficiency vs'X-Efficiency"', American Economic 
Revi細， Vol.LVI,pp392-415 
Malinvaud E著／林敏彦訳 (1981)『ミクロ経済理論講義』，創文社
水野正一他編著 (1989)『経済学辞典』，中央経済社
中北徹 (1994)「待ったなしの規制緩和」，『週刊東洋経済」 1994年2月12日号
奥野正寛・鈴村興太郎 (1988)『ミクロ経済学I』，岩波書店
塩野宏他編 (1994)「六法全書 平成6年版』，有斐閣
総務庁編 <1994)r平成2年 (1990年）産業連関表一計数編(2}-』，大蔵省印刷局
総務庁編 (1995)「規制緩和推進の現況』，大蔵省印刷局
Tirole J. (1988) The Theory of Industrial Organization, The MIT Press 
「読売新聞』（大阪版） 1995年3月31日夕刊/4月1日朝刊/7月22日朝刊
66 
